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平成 31 年 3 月

平成 31 年度 平成 40

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥
／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平 成 18 年 4 月 1 日

施 設 数
浄水場設置数 23

管 路 延 長 928.6

施 設 能 力 10,731 ㎥／日 施 設 利 用 率 52.21

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

非適
現在給水人口 16,522

有収水量密度 0.055

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 31 年 7 月 1 日 計画給水人口 22,332

水 源
　
（複数選択可）

配水池設置数 110

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　口径別料金体系を採用しており、用途による区別はしていませ
ん。一般家庭に使われることの多い口径13㎜及び20㎜について
は、少量使用者の負担を抑えるために、基本水量10㎥を付与して
います。上水道事業とは料金水準が異なっていますが、平成32年
度からの経営統合を控え、段階的な料金の統一を検討していま
す。

千
ｍ

高梁市簡易水道事業経営戦略

計 画 期 間 ： ～ 年度

団 体 名 ： 岡山県高梁市

事 業 名 ： 高梁市簡易水道事業

策 定 日 ：

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

1



④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

別表１のとおり

　産業経済部上下水道課として、水道担当職員について平成30年度では正職員11名、非常勤
嘱託職員2名、臨時職員5名の計18名体制で運営しており、そのうち水道事業特別会計職員
は、正職員5名、夜間・休日の施設監視等のための臨時職員3名です。簡易水道事業特別会計
職員は、正職員6名、施設の点検管理のための非常勤嘱託職員2名、臨時職員2名です。
　また、各地域局管内は1～2名の担当職員が別業務との兼務により、簡易水道の事務及び施
設の維持管理を行っています。

これまでの主な経営健全化の取組

・平成25年度に上下水道課職員を1名削減しました。
・利率が高い時期に借り入れた起債について、借り換えを行い利子の軽減を行いました。
・滞納整理の推進による収納率の向上に努めました。
　水道事業は、料金調定・収納や施設の維持管理等の固定的にかかる費用の割合が高く、また
水道未普及地への拡張・浄水施設の設置等の施設整備事業費及びその財源のための起債償
還が継続しているため、業務の見直し等で削減できる割合が小さく、根本的な解決には至って
いません。また、経常経費も燃料費の高騰・電気代の値上げ・企業団受水費の増加・施設の経
年劣化に伴う修繕費の増加等があり、マイナス要素が増えている状況にあります。
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４） 施設の見通し

　簡易水道の有収率は約75％であり、施設の老朽化は安定的な給水に支障をきたし、有収率
低下の要因となり経営の負担となります。漏水による無駄な配水を防ぎ効率的な事業運営をし
ていくためにも、施設の適切な維持管理及び計画的な更新は不可欠です。また、昭和から平成
初期に整備された施設が多く、今後これらの施設の更新時期を迎えることとなります。水需要の
減少も予測されることから、施設の更新時にダウンサイジングを実施し、施設規模が過大となり
経営の負担とならないようにしていくとともに、高梁市総合計画に則り浄水施設等を整備し、安
全で安心な水道水の安定供給を実現していきます。

料金収入の見通し

　給水人口の減少に伴い、料金収入も減少傾向にあります。今後は、人口減少率と同様に水需
要も減少していくものと考えられ、現在の料金体系を維持していった場合は料金収入も同様に
減少していくと想定されます。

水需要の予測

　給水人口の減少に伴い水需要も減少するものと想定され、今後は人口減少率と同率で減少し
ていくものと予測しています。事業所等は住民登録がなく給水人口に含まれないため、人口減
少による影響は少ないと思われますが、井戸水等の自己水源への転換も見込み、人口に比例
して減少するものとしています。

給水人口の予測

　過疎化及び少子高齢化により、区域拡張による増加を除き、給水人口は減少傾向にありま
す。拡張事業も完了期を迎え、今後は給水人口の増加は見込まれません。国立社会保障・人
口問題研究所の人口推計を用い、今後20年間で約40％の人口減少が進むものとして、将来の
人口予測を行いました。
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（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

目 標

　上水道と簡易水道の統合に向けて、水道未普及地区解消のため
の区域拡張事業、水質向上のための浄水施設整備事業、有収率
向上のための管路更新事業等を実施し、平成31年度末までに完了
することとします。
　簡易水道全体の有収率を、平成31年度末までに80.0％までに引
き上げることとします。

  水道未普及地区の解消のための区域拡張事業を、成羽町羽山地区、中井町入野・横内地
区、成羽町福松地区・川上町池田地区、備中町布瀬地区で行いました。
　有収率が低下してきているため、成羽簡易水道、高山市簡易水道の老朽配管の更新を行い
有収率の向上を目指します。
　水質の安定、水量不足の解消等のため、津川簡易水道を上水道と管路統合し、成羽簡易水
道と川合簡易水道を管路統合します。これらの統合により、施設の合理化を図ります。
　平成30年の豪雨災害で水道施設が冠水した、川面・巨瀬簡易水道の水源池、松原・落合簡易
水道の浄水場の災害本復旧工事を行うとともに、今後の浸水対策、濁度対策の施設整備を行
います。
　また、施設更新にあたっては、耐用年数だけでなく、施設の重要性や有収率、事故の発生頻
度等を総合的に判断し、可能な限り長期にわたって施設を使用できるよう、平成29年度に策定
したアセットマネジメントを基に、施設の更新計画を策定していきます。
　計画策定期間中の主な建設改良工事は、別表３のとおりです。

　少子高齢化・過疎化が進む人口減少社会において、水需要が年々減少してゆくなかで、市民
生活及び社会経済活動に欠かすことのできない最重要ライフラインである水道事業が将来にわ
たって安定的に継続できるよう、経営の効率化、健全化を図る必要があります。健全経営を
ベースに、将来にわたって市民に安全、安心な水を継続的に供給することを基本理念とします。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別表２のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

組織の見通し

　現在、簡易水道職員は正職員6名、施設の点検管理のための嘱託職員2名事務補助の臨時
職員2名となっています。上水道との統合による職員体制の見直しを行い、組織の合理化につ
いて検討していきます。
　また、安定的な事業運営のためには技術の継承が重要であるため、職員構成等についても検
討していきます。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

―

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　今後給水人口の減少に伴う有収水量の減少が見込まれ
るため、今後の更新時に施設の統合・廃止による合理化を
行っていきます。

そ の 他 の 取 組 ―

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　今後給水人口の減少に伴う有収水量の減少が見込まれ
るため、施設更新時に最適な規模へのスペックダウンを
行っていきます。

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

　施設の適正な維持管理や日常点検等により、出来るだけ
施設を長期間使用できるよう努めます。

広 域 化
　岡山県が実施する広域化の協議に参加し、平成３４年度
を目途に検討していきます。

　平成30年度及び平成31年度は予算見込の額としています。それ以降について、水道事業は
施設整備のための投資以外の経費は固定的な費用が大半を占めるため、今後も大きな変動は
ないものとして、特定の要因があるものを除き平成29年度決算と同額程度かかるものとして算
定しています。また、今後は外部への業務委託による委託費と人件費の最適化を図る等、経費
削減について検討する必要があります。

　簡易水道事業は、広い中山間地域に集落が点在し経営効率が著しく不利なため、料金収入
による健全経営を維持していくことは困難であり、国からの交付税措置のある基準内繰入金に
加え、市の単独費による一般会計からの補填である基準外繰入金により収支均衡を保っている
状況にあります。また、建設改良事業には国庫補助金と起債を主な財源としています。上水道
との統合までは、現状を維持していきます。
　料金収入については、給水人口予測による収入額を見込んでいます。国庫補助金及び起債
については、今後の事業計画に基づく建設改良事業の計画に則り、財源として必要な額を見込
んでいます。また、繰入金については、今後の起債償還額や有収水量等の見込みにより基準
内繰入金を算定し、なお不足するものについて基準外繰入金による収入を見込んでいます。
　上水道との統合後は、原則として独立採算での運営となるため、料金の統一を図るとともに健
全経営が維持できるよう適切な料金水準の検討をしていきます。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

　上水道との統合までは現在の経営形態を維持し、統合後は独立
採算での運営を維持できる料金収入が確保できる水準に、料金の
見直しを行っていきます。
　統合後は、資金残高3億円以上の確保を目指します。
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②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

修 繕 費

動 力 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

　料金収納事務等について、外部委託の検討を行います。

　今後は、施設の老朽化に伴う修繕費の増加が想定される
ため、適正な維持管理や点検等により、修繕費の抑制を徹
底します。

　漏水の早期発見・修繕により無駄な配水を抑制し、動力費
の削減に努めます。

　業務委託の検討により、適正な水準を図っていきます。ま
た、業務の効率化により、超過勤務の抑制に努めます。

　施設の適正な維持管理を行い施設の効率的な運転に努
め、有収率の向上を図り、経費の節減に努めます。また、継
続的に事務の見直しを行い、経費節減に努めます。

企 業 債
　簡易水道の施設整備に係る企業債については、交付税が
措置される基準内繰入金の対象となるため、国庫補助金以
外の主な財源としています。

繰 入 金
　基準内繰入金のみでは収入が不足するため、財政担当課
との協議により不足額を一般会計から繰り入れることとして
います。

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

―

そ の 他 の 取 組 ―

料 金

　平成32年4月に上水道との経営統合を予定しており、統合
後の安定した水道事業の運営が維持できるよう、適正な料
金水準について高梁市水道経営審議会答申を基に検討を
行っています。

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料
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５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　平成32年度からの上水道と簡易水道の統合後は経営形
態が大幅に変わるため、改めて統合後の経営戦略を策定し
ます。
　また、経営分析の指標により毎年度の経営状況の進捗管
理を行い、建設改良計画のローリングに反映させるととも
に、概ね5年毎に行う料金の見直し（検討）にもフィードバック
し、経営戦略の改定を行っていきます。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表（平成29年度決算）
岡山県　高梁市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

546.99 57.17 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D1 非設置 31,273

－

- 該当数値なし 53.37 4,100 16,522 279.10 59.20 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率は全国平均や類似団体に比べ低率
であり、給水原価については高い値を示している。
料金回収率はほぼ横ばいで、平均値を下回ってい
る。これは、中山間地域で高低差のある地形に集落
があるという地理的要因等のために、配水池、加圧
ポンプ、減圧弁等の施設等の数も多く、水１㎥あた
りの給水原価、維持的経費が高くかかるのに対し、
水道料金でその経費を賄えていないことを示してい
る。
　今後、給水人口の減少等に伴い、料金収入の減
少、施設利用率の低下等が考えられる中、安定的な
経営を行っていくため、経費節減に努めるととも
に、適正な水道料金収入が確保できるよう検討して
いく必要がある。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　管路更新率は類似団体平均値に比べ低くなってい
る。1980年代以降に建設された管路が多く、今後こ
うした管路・施設の修繕等の維持管理にかかる支出
の増加が見込まれる。
　法定耐用年数による更新は非現実的になってお
り、重要度、優先度を考慮した施設の更新を行って
いくため、適切な更新基準を設定する必要がある。
　近年は、簡易水道の施設整備を中心に事業を行っ
てきたが、この施設整備事業は平成31年度に完了す
る予定で、今後は更新事業に切り替えていく。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　現状を見ると、経営はかなり苦しい状況であると
言える。今後は施設の老朽化による維持管理経費が
さらに増加していくが、人口減に伴い給水収益は減
少していく。
　固定資産台帳の精度向上に向けた見直しを行い、
重要度、優先度を踏まえた施設の更新を行っていく
ことが必要である。また、経年化資産や老朽化資産
の増加が避けられないため、施設の点検サイクルの
見直しや修繕計画等の作成を検討していく必要があ
る。
　上水道事業との統合も含め、経営改善による費用
の抑制と適正な水道料金収入の確保を検討していく
ことは緊急の課題となっている。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【75.76】 【1,141.75】

【74.25】【56.91】【292.18】【54.93】

【0.72】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



（別表２） （単位：千円，％）

年　　　　　　度

区 分

1 (A) 600,815 591,798 571,852 546,870 547,895 534,606 523,649 517,718 517,189 487,841 452,124 423,486 399,138

（１） (B) 389,415 386,802 387,651 378,199 399,701 395,786 391,909 388,071 384,271 380,503 376,496 372,812 369,165

ア 382,675 377,283 367,101 362,687 391,581 387,666 383,789 379,951 376,151 372,383 368,376 364,692 361,045

イ (C) 6,622 9,389 20,430 15,392 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

ウ 118 130 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120

（２） 211,400 204,996 184,201 168,671 148,194 138,820 131,740 129,647 132,918 107,338 75,628 50,674 29,973

ア 207,793 193,916 182,039 167,658 147,394 138,020 130,940 128,847 132,118 106,538 74,828 49,874 29,173

イ 3,607 11,080 2,162 1,013 800 800 800 800 800 800 800 800 800

２ (D) 459,830 466,278 482,999 458,989 434,859 426,959 419,305 411,762 405,911 400,937 396,807 393,596 391,008

（１） 348,204 371,841 397,408 376,966 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000

ア 43,131 48,358 57,259 55,649 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000

イ 305,073 323,483 340,149 321,317 312,000 312,000 312,000 312,000 312,000 312,000 312,000 312,000 312,000

（２） 111,626 94,437 85,591 82,023 74,859 66,959 59,305 51,762 45,911 40,937 36,807 33,596 31,008

ア 93,989 85,013 77,091 69,823 62,859 54,959 47,305 39,762 33,911 28,937 24,807 21,596 19,008

イ 17,637 9,424 8,500 12,200 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

３ (E) 140,985 125,520 88,853 87,881 113,036 107,647 104,344 105,956 111,278 86,904 55,317 29,890 8,130

1 (F) 605,798 627,605 641,002 536,764 366,809 310,687 331,667 409,197 280,587 284,714 291,192 286,320 284,526

（１） 257,600 261,100 243,300 181,200 120,000 50,000 50,000 150,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

（２） 248,063 275,892 288,568 254,321 236,809 250,687 271,667 249,197 220,587 224,714 231,192 226,320 224,526

（３）

（４）

（５） 91,323 85,548 99,179 84,976

（６） 4,247 4,155 7,437 4,502 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

（７） 4,565 910 2,518 11,765 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

２ (G) 753,978 753,779 729,855 624,645 479,845 418,334 436,011 515,153 391,865 371,618 346,509 316,210 292,656

（１） 348,977 361,554 361,622 262,650 120,000 50,000 50,000 150,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

（２） (H) 405,001 392,225 368,233 361,995 359,845 368,334 386,011 365,153 341,865 321,618 296,509 266,210 242,656

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 148,180 △ 126,174 △ 88,853 △ 87,881 △ 113,036 △ 107,647 △ 104,344 △ 105,956 △ 111,278 △ 86,904 △ 55,317 △ 29,890 △ 8,130

(J) △ 7,195 △ 654

(K)

(L) 4,873 854 200

(M)

(N) △ 2,322 200 200

(O) 94,888 23,760

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 382,793 377,413 367,221 362,807 391,701 387,786 383,909 380,071 376,271 372,503 368,496 364,812 361,165

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 4,351,911 4,220,786 4,095,853 3,915,058 3,675,213 3,356,879 3,020,868 2,805,715 2,513,850 2,242,232 1,995,723 1,779,513 1,586,857

○他会計繰入金

年　　　　　度

区 分

207,793 193,916 182,039 167,658 147,394 138,020 130,940 128,847 132,118 106,538 74,828 49,874 29,173

207,793 193,916 182,039 167,658 147,394 138,020 130,940 128,847 132,118 106,538 74,828 49,874 29,173

248,063 275,892 288,568 254,321 236,809 250,687 271,667 249,197 220,587 224,714 231,192 226,320 224,526

204,821 198,476 186,523 183,448 180,488 185,457 195,137 185,059 173,710 163,689 151,144 135,666 123,970

43,242 77,416 102,045 70,873 56,321 65,230 76,530 64,138 46,877 61,025 80,048 90,654 100,556
455,856 469,808 470,607 421,979 384,203 388,707 402,607 378,044 352,705 331,252 306,020 276,194 253,699

３８年度 ３９年度 ４０年度

３８年度 ３９年度 ４０年度

65.2 64.2 63.0

う ち 資 本 費 平 準 化 債

(（T）/（V）×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(E)+(I)収 支 再 差 引

地 方 債 償 還 金

そ の 他

資 本 的 支 出

(F)-(G)

う ち 職 員 給 与 費

建 設 改 良 費

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

黒 字

赤 字

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

67.5

３７年度

総 収 益

そ の 他

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

３１年度 ３２年度

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 退 職 手 当

職 員 給 与 費

３０年度

料 金 収 入

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

２９年度２８年度

営 業 外 収 益

地 方 債

(A)-(D)

そ の 他

収 支 差 引

65.0 66.667.2 66.6

３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度

69.2収 益 的 収 支 比 率 （

赤 字 比 率 （

68.9 67.269.5 68.9）

）×100

×100

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

実 質 収 支

(N)-(O)

総 費 用

営 業 費 用

資 本 的 収 入

営 業 外 費 用

そ の 他

支 払 利 息

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引

他 会 計 補 助 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

地 方 債 残 高

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

((R)/(S)×100)

高梁市簡易水道事業　投資・財政計画

合 計

３６年度 ３７年度３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度３０年度 ３１年度２８年度 ２９年度

 ９



（別表３）

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６

宇治簡易水道事業 173,488 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

玉川・広瀬簡易水道事業 69,501 69,432 10,322 ー ー ー ー ー ー ー ー

広瀬簡易水道事業 ー ー 2,760 ー ー ー ー ー ー ー ー

川面・巨瀬簡易水道事業 ー 73,752 86,602 32,984 ー ー ー ー ー 100,000 ー

川面・巨瀬簡易水道災害復旧事業 ー ー ー ー 40,332 77,507 40,000 ー ー ー ー

中井簡易水道事業 ー 63,977 114,230 53,986 ー ー ー ー ー ー ー

津川簡易水道事業 ー ー 10,044 89,684 77,004 ー ー ー ー ー ー

松原・落合簡易水道災害復旧事業 ー ー ー ー 45,966 59,073 30,000 ー ー ー ー

成羽簡易水道事業 ー 18,789 40,850 89,938 85,255 ー ー ー ー ー ー

高山市簡易水道施設整備事業 ー 7,744 37,121 20,696 3,225 ー ー ー ー ー ー

成羽川合簡易水道統合事業 ー ー 6,588 43,413 27,947 25,331 ー ー ー ー ー

黒鳥簡易水道事業 60,686 23,839 2,250 ー ー ー ー ー ー ー ー

単位：千円

高梁市簡易水道事業　主な建設改良工事

１０


